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内容

気候変動問題とは
 気候変動は起きている？ どうなるの？
 カーボンニュートラルってどういうこと？

世界と日本の取り組み
 対策は進んでいるの？ 進んでいくの？

カーボンニュートラルと地域
 私たちのまちと、どう関係するの？
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気候変動とは
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気温上昇が進行
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世界の年平均気温の変化
（基準値は1991-2020の30年平均値）

（10億トン-CO2換算/年）

OECD加盟国
（日本含む）

出典︓IPCC AR5 WG3 TS（Final Draft）TS.2

中東・アフリカ

中南米

アジア

人為起源のCO2排出量

（出典）気象庁HP

移行経済国



IPCCが科学的に評価
IPCC：気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change）
 最新の科学的知見を評価する国際機関（参加国195か国）
 世界中の研究者が、論文等に基づいて、定期的に評価報告を実施

=>第６次評価報告書（AR6）
 2023年３月に統合報告書を公表
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AR6報告書のポイント（現状）

人間活動が主に温室効果ガスの
排出を通して地球温暖化を引き起
こしてきたことには疑う余地がない。

1850〜1900年を基準とした世界
平均気温は2011〜 2020年に
1.1℃の温暖化に達した。

出所：環境省資料に加筆
出典：AR6 SYR6



（参考）IPCC報告の変化（ＷG1）

報告書 公表年 人間活動が及ぼす温暖化への影響についての評価

第1次報告書

First Assessment Report

1990 (FAR)

1990年
「気温上昇を生じさせるだろう」

人為起源の温室効果ガスは気候変化を生じさせる恐れがある。

第2次報告書

Second Assessment Report:

Climate Change 1995 (SAR)

1995年
「影響が全地球の気候に表れている」

識別可能な人為的影響が全球の気候に表れている。

第3次報告書

Third Assessment Report: 

Climate Change 2001 (TAR)

2001年 「可能性が高い」（66％以上）

過去50年に観測された温暖化の大部分は、温室効果ガスの濃度の増加によ

るものだった可能性が高い。

第4次報告書

Forth Assessment Report: 

Climate Change 2007 (AR4)

2007年
「可能性が非常に高い」（90％以上）

温暖化には疑う余地がない。20世紀半ば以降の温暖化のほとんどは、人為

起源の温室効果ガス濃度の増加による可能性が非常に高い。

第5次報告書

Fifth Assessment Report：

Climate Change 2013 (AR5)

2013年 「可能性が極めて高い」（95％以上）

温暖化には疑う余地がない。20世紀半ば以降の温暖化の主な要因は、人間

活動の可能性が極めて高い。

第6次報告書

Sixth Assessment Report：

Climate Change 2021 (AR6)

2021年 「疑う余地がない」
人間の影響が大気、海洋及び陸域を温暖化させてきたことには疑う余地
がない。

出所：環境省資料7



AR6報告書のポイント（影響）

地球温暖化が更に進行するにつれて、極端現象の変化は拡大し続ける。
例えば、熱波を含む極端な高温、大雨、並びにいくつかの地域におけ
る農業及び生態学的干ばつの強度と頻度の増加を引き起こす。

出所：環境省資料に加筆
出典：AR6 WG1 8



参考：気象災害の増加（最近の報道より）
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出所：BBC News Japan
出所：NHKオンライン



1850年からの累積CO2排出量（GtCO2）
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異なる排出シナリオと
気温上昇幅

この排出がどれだけの気温上昇を
経験するかを決める

歴史的な世界平均
気温の上昇

2累積CO 排出量と2050年までの気温上昇

世界平均気温の上昇は累積CO2排出量と相関関係がある

31出典：AR6 SYR 本編図3.5 b)

出所：環境省資料より抜粋・加筆

AR6報告書のポイント（対策）
人為的な地球温暖化を抑制するには、CO2排出量正味ゼロ（カーボン
ニュートラル）が必要。

それは、1.5Cに抑える場合は2050年初頭、2℃に抑える場合は2070
年初頭に達成される必要がある。
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カーボンニュートラルの意味

温室効果ガスの排出量 から、植林などによる吸収量を差し引いて、
合計をゼロにすること

11

科学が求める対策
気温上昇を1.5℃に抑える
2050年頃までにカーボンニュートラルを達成する



カーボンニュートラルの姿：
IEAシナリオ（NZE）より

電力からの排出は最も早く低下し、ゼロ以下に
産業と運輸の低下は2030年代に加速し、残された排出はCCUSで除去

12
（出典）International Energy Agency 「Net Zero by 2050」

部門 総CO2排出量と純排出量
電力
建築物
運輸
産業
その他
総CO2    
排出量
BECCSと
DACCS

純CO2    
排出量

koyas
テキストボックス
バイオ発電とCO2回収



カーボンニュートラルの姿：
IEAシナリオ（NZE）より

排出削減への貢献が最も大きいのは再エネと電化（EVを含む）
カーボンニュートラル達成には、広範な対策と技術が求められる

13
（出典）International Energy Agency 「Net Zero by 2050」

活動
行動変容と需要回避
エネルギー供給の効率性
建築物の効率性
産業の効率性
輸送の効率性
電気自動車
その他の電化
水素
風力と太陽光
バイオ輸送燃料
その他の再エネ
その他の電力
産業のCO2回収貯留
電力･燃料供給のCO2回収貯留

正味の排出削減



世界と日本の動き
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• 2015年のCOP21（気候変動枠組条約締約国会議）において採択。2016年に発効。
• 2020年以降の温室効果ガス排出削減のための国際枠組み。すべての国が参加。

項目 規定の概要

目的・目標
・世界共通の長期目標として、産業革命前か
らの平均気温上昇を2℃より十分下方に保持
するとともに、1.5℃に抑える努力を追求。

緩和

・今世紀後半に温室効果ガスの人為的な排出
と吸収のバランスを達成。
・全ての国が削減目標の作成・提出・維持し、
国内対策を実施。

適応 ・各国による適応計画プロセスや行動の実施。

資金
・先進国に対する資金提供義務の継続及び途
上国に対する自主的資金提供の奨励。

グローバル
ストックテイク

・協定の実施状況を5年ごとに確認する仕組み
を規定。

COP21の成功を祝福する潘国連事務総
長、オランド仏大統領、ファビウス仏外相

パリ協定

出所：環境省資料に加筆
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参考：主要国の目標

出所：環境省資料

NDC等の目標 対象ガス ネット・ゼロ
長期目標

日本
2035年度に▲60%（2013年度比）

全てのGHG 2050年2040年度に▲73%（2013年度比）
※2030年度に▲46%、50％の高みに向けた挑戦の継続（2013年度比）

米国 2035年に▲61-66％（2005年比）※バイデン政権時に策定
※2030年に▲50-52％（2005年比）

全てのGHG 2050年

英国 2035年に少なくとも▲81％（1990年比）
※2030年に少なくとも▲68%（1990年比）

全てのGHG 2050年

EU
2030年に少なくとも▲55%（1990年比）

全てのGHG 2050年2040年に▲90%（1990年比）※欧州委員会案

カナダ 2035年に▲45-50％（2005年比）
※2030年に▲40-45％（2005年比）

全てのGHG 2050年

ニュージーランド 2035年に▲51-55％（2005年比）
※2030年に▲50％（2005年比） 全てのGHG 2050年

スイス 2035年に少なくとも▲65％（1990年比）
※2030年に少なくとも▲50％（1990年比） 全てのGHG 2050年

中国 2030年までにCO2排出量を削減に転じさせる
GDP当たりCO2排出量を▲65%超（2005年比）

CO2のみ
※2035年までに経済全体で全ての
GHGをカバーするNDC提出を目指す

2060年

インド 2030年までにGDP当たりCO2排出量を▲45%（2005年比）
※発電設備容量の50%を非化石燃料電源 CO2のみ 2070年

ブラジル
2035年までに▲59～67％（2005年比）
※2025年までに▲48.4%（2005年比）

2030年までに▲53.1%（2005年比）
全てのGHG 2050年

UAE 2035年に▲47％（2019年比） 全てのGHG 2050年



主要先進国の政策
ヨーロッパ
 グリーンディール（2019～）
 環境分野への投資（10年間で官民1兆ユーロ）
 排出量取引・炭素税の強化
 炭素国境調整措置の導入

米国
 インフレ抑制法（2022～）
 気候・エネルギー分野への投資（10年間で

3690億ドル）

日本
 GX（グリーントランスフォーメーション）
 GX経済移行債による投資促進策（2023～）
（10年間で20兆円規模）

 成長志向のカーボンプライシング（2028～）
 地域脱炭素

後押ししたのは：
科学の知見
脱炭素で成長という考え方
市民の声（緑の党、若者層）

逆行する動きも：
• トランプ政権、右派ポピュリズム

=>今後どうなっていく？
私たち次第かもしれない
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日本の状況と目標
2050年カーボンニュートラルに向け、直線的な経路で削減していく

2022年度排出・吸収量実績
▲22.9%
10.8億トン

2030年度目標
▲46％
７.6億トン 2035年度目標

▲60％
5.7億トン 2040年度目標

▲73％
3.8億トン

2050年目標
排出・吸収量︓０
（ネット・ゼロ）

※目標は全て2013年度比

出所：環境省資料
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各国の炭素生産性の変化
炭素生産性は、多くの主要国で上昇してきている
日本の値は最も高かったが、追い越されてきている

出所：環境省資料
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カーボンニュートラル
と地域
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地域脱炭素

地域脱炭素ロードマップ
（2021）
 100か所の脱炭素先行地域
重点対策を全国で実施

=>支援策（交付金、出資）

2050年カーボンニュート
ラル宣言（2020年10月）

ゼロカーボン・シティー
 2050年二酸化炭素排出実質ゼ
ロを表明する自治体が増加
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1

：都道府県表明済

2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明
自治体

2025年3月31日時点

 東京都・京都市・横浜市を始めとする1161自治体（46都道府県、644市、22特別区、389町、60村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。

0

200

400

600

800

1000

1200

R元.9 R2.10.26 現在（R7.3.31）（団体数）

166自治
体

4自治体

宣言自治体数の推移
1161自治体

＊朱書きは表明都道府県、その他の色書きはそれぞれ共同表明団体
国のカーボン
ニュートラル
宣言

表明都道府県（46自治体） 表明市区町村（1115自治体）
徳島県
阿南市
北島町
三好市
徳島市
松茂町
鳴門市

香川県
善通寺市
高松市
東かがわ市

丸亀市

斜里町
東神楽町
中川町厚
真町遠別
町美瑛町
乙部町滝
上町士幌
町
中富良野町
七飯町
帯広市
愛別町
占冠村
南富良野町
剣淵町
恵庭市

上富良野町

上川町
鷹栖町浦
河町北竜
町むかわ
町奥尻町
平取町厚
沢部町洞
爺湖町北
広島市中
頓別町岩
見沢市根
室市壮瞥
町美唄市
雨竜町深
川市浦臼
町森町
松前町
浜頓別町
由仁町

音威子府村

砂川市
小清水町
標津町陸

別町上砂
川町南幌
町芦別市

置戸町別
海町幌延
町利尻町

利尻富士町

礼文町

豊富町北

斗市栗山
町

中標津町
新得町
猿払村黒
松内町歌
志内市赤
平市赤井
川村江差
町江別市
白老町上
ノ国町長
万部町浦
幌町今金
町網走市
木古内町
増毛町

奈井江町
新十津川町

長沼町
留萌市天
塩町羽幌
町滝川市
夕張市興
部町小平
町安平町
幕別町津
別町本別
町新篠津
村
大空町
豊頃町
湧別町訓
子府町初
山別村清
里町福島
町伊達市
岩内町池
田町広尾
町

新ひだか町

日高町

芽室町中

札内村様
似町えり

も町雄武

町

角田市
利府町
大崎市
川崎町
松島町
栗原市
石巻市
丸森町
加美町

秋田県
大館市
大潟村
鹿角市
大仙市
湯沢市
由利本荘市
秋田市
男鹿市三
種町北秋
田市にか
ほ市

山形県
東根市
米沢市山
形市朝日
町高畠町
庄内町飯
豊町南陽
市川西町
鶴岡市尾
花沢市白
鷹町最上
町天童市
寒河江市
上山市河
北町金山
町舟形町
大江町遊
佐町戸沢
村長井市
西川町新
庄市

福島県
郡山市
大熊町
浪江町
福島市
広野町
楢葉町
本宮市
喜多方市
白河市

会津若松市

越谷市
草加市
三郷市
吉川市
八潮市
松伏町
川越市
本庄市
美里町
上尾市
鴻巣市
桶川市
吉見町
行田市
北本市
嵐山町
川口市
三芳町
富士見市
羽生市新
座市坂戸
市

ふじみ野市

熊谷市 越

生町毛呂
山町とき

がわ町東

秩父村宮
代町鶴ヶ

島市加須

市上里町
滑川町白

岡市神川

町戸田市
杉戸町志

木市蕨市
小鹿野町
和光市

千葉県
山武市
野田市我
孫子市浦
安市四街
道市千葉
市成田市
八千代市
木更津市
銚子市船
橋市佐倉
市館山市
南房総市
君津市匝
瑳市

白井市
市川市
松戸市
柏市
習志野市
鴨川市
茂原市流
山市酒々
井町横芝
光町鎌ケ
谷市市原
市富津市
香取市袖
ケ浦市印
西市
勝浦市
八街市
富里市

東京都
葛飾区
多摩市
世田谷区
豊島区
武蔵野市
調布市足
立区国立
市港区
狛江市
中央区
新宿区
荒川区
北区
江東区
墨田区
利島村
中野区
杉並区

千代田区
府中市

清瀬市 出雲崎町
武蔵村山市 関川村
大島町 魚沼市
小笠原村 富山県

大月市
韮崎市甲
州市早川
町身延町
南部町道
志村西桂
町忍野村
山中湖村
鳴沢村
富士河口湖町

小菅村
丹波山村

長野県
白馬村
池田町
小谷村
軽井沢町
立科町南
箕輪村佐
久市小諸
市東御市
松本市上
田市高森
町伊那市
飯田市長
野市須坂
市千曲市
坂城町
小布施町
高山村
信濃町小
川村飯綱
町岡谷市
大町市諏
訪市喬木
村生坂村
箕輪町長
和町飯島
町小海町
佐久穂町
安曇野市
中川村駒
ヶ根市下
諏訪町

栄村
飯山市
松川町

岐阜県
大垣市
郡上市
羽島市
中津川市
大野町
関市
美濃加茂市
輪之内町
飛騨市
恵那市山
県市可児
市安八町
海津市
岐阜市高
山市瑞浪
市神戸町
土岐市下
呂市瑞穂
市本巣市
揖斐川町

静岡県

大府市
田原市武
豊町犬山
市蒲郡市
小牧市春
日井市常
滑市知多
市稲沢市
豊橋市長
久手市刈
谷市西尾
市知立市
日進市幸
田町
東海市
安城市
碧南市
江南市
一宮市
岩倉市

津島市
高浜市
瀬戸市
豊川市
東浦町

草津市
長浜市
大津市
甲賀市
彦根市
米原市
守山市

京都府
京都市
与謝野町
宮津市大
山崎町京
丹後市京
田辺市亀
岡市福知
山市
綾部市
城陽市
八幡市京
丹波町宇
治市木津
川市長岡
京市向日
市南丹市
久御山町
精華町

大阪府

枚方市
東大阪市泉
大津市
大阪市
阪南市
吹田市
豊中市
高石市
能勢町

河内長野市
堺市
八尾市
和泉市
熊取町
岸和田市
太子町
泉佐野市
摂津市茨
木市岬町
河南町
池田市
交野市
門真市
松原市
大東市

久留米市
大野城市
鞍手町
小竹町太
宰府市

雲仙市
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出所：環境省資料
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脱炭素先行地域
これまでに、全国で88提案が選定。

23出所：環境省資料出所：環境省資料



地域循環共生圏
：地域脱炭素のベース
「第５次環境基
本計画」の目標

地域資源を活用
森・里・川・海
自立・分散型の
地域
地域の主体性
地域内外との協働
地域課題を解決
環境・社会・経済

24

出所：環境省資料



地域における再エネ活用の意義
 地域でメリット︓①経済の域内循環、②産業と雇用創出、③レジリエンス向上
 日本全体に貢献︓①エネルギー自給率向上、②化石燃料輸入代金の削減

出典：地域経済循環分析データベース2013（環境省）から作
成

出典：環境省（「令和元年版及び令和２年版環境白書」を一部修正）
※再エネポテンシャルからエネルギー消費量を差し引いたもの。実際に導入するには、技 術や採
算性などの課題があり、導入可能量とは異なる。

※今後の省エネの効果は考慮していない。

大
再
エ
ネ
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
小

地域内の再エネ供給力がエ
ネルギー需要を上回り、地域
外に再エネを販売できる地域

域内の再エネで地域内のエ
ネルギー需要をほぼ自給でき
る地域

域内の需要が再エネ供給力
を上回り、再エネを他地域か
ら購入する必要がある地域

再エネポテンシャルが豊富な地方と、エネルギー需要密度
が高い都市の連携が重要。

9割超の自治体のエネルギー収支が赤字(2013年)
国全体で年間約24兆円を化石燃料のために海外に
支払い(2022年)

東京島
嶼

部

南西諸島

凡
例
付加価値に占めるエネルギー収支の割合 (％
)

-10%以下

-10

-5%

% ～ -5%    } 赤字 の地域
～ -0%

0
%

} エネルギー収支が
～ 黒字 の地域

東京島嶼部

凡例 地域内総生産に対するエネ ル
ギー代金の収支の比率

赤字額が10％以上

赤字額が5～10％
エネルギー収支が

赤字額が0～5％

黒字

出所：環境省資料より抜粋・加筆

市町村別のエネルギー収支 市町村別の再エネ導入ポテンシャル
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具体例＜小田原市＞
「ほうとくエネルギー株式会社」設立（2012年）
 エネルギー地産地消を目指し地元企業が設立。市民ファンドも活用

市が政策強化
 再エネ政策担当部署を設置 →再エネ利用促進の条例を整備

地域電力会社「湘南電力」設立
先駆的な事業を展開
 EVシェアリング、マイクログリッド、エネルギーマネジメント 等

26

出所：両社HP

出所：小田原市資
料より抜粋



具体例＜岡山県真庭市＞
地元木材メーカーが、木質バイオ
マス発電設備、ボイラー、ペレッ
ト製造設備を導入（2000年頃）
市が、経済振興に向け、バイオマ
ス利用推進の構想を策定
 ペレットボイラーやストーブの普及推進

木質チップ・ペレットを市内消費
＋市外移出
=> 地域経済効果（中村・柴田 2013）

 循環効果：1億3500万円
 移出効果：2億2900万円

27

出所：環境省資料



カーボンニュートラルを通じた
地域づくり

カーボンニュートラルへの取り組み

持続可能な地域づくり＝「地域循環共生圏」の推進力
（以下再掲）
地域資源を活用
森・里・川・海
自立・分散型の地域
地域の主体性、地域内外との協働
地域課題を解決
環境・社会・経済

28



ご清聴ありがとうございました
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